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第 2 編
人口ビジョン

第１
旭市の人口の現状

1 人口・世帯の推移

本市の総人口は、平成７年（１９９５年）の７１，３８２人をピークに減少を続け、令和２年（２０２０年）
の国勢調査では６３，７４５人と、昭和５０年（１９７５年）とほぼ同程度となっています。

国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」とする。）の最新推計（令和５年１２月公表値）
によると、本市の将来人口は令和３２年（２０５０年）には４５，５７０人となり、令和２年（２０２０年）
の約７割となることが見込まれています。

なお、社人研の平成３０年３月公表値と比較すると、転出超過傾向の緩和が見られたことから、
将来人口の減少幅が縮小しています。

本市の過去から現在に至る人口の推移を把握して、その背景を分析し、講じるべき施策の検討材
料を得ることを目的に、時系列による人口動向や年齢階級別の人口移動の分析を行います。

❶ー総人口の推移と将来推計

■総人口の推移

（資料）S50〜R2は国勢調査、R7以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年（2023年）12月公表）
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H7 人口のピーク

（資料）S50～R2は国勢調査、R7以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年（2023年）12月公表）
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人口の年齢構成をみると、出生数の減少や平均寿命の延伸により、少子高齢化が長期的に続いて
います。

年齢３区分別人口では、令和２年（２０２０年）時点の年少人口（０〜１４歳）の割合が
１１. ３％、生産年齢人口（１５〜６４歳）が５７．４％、老年人口（６５歳以上）が３１．３％です。

老年人口（６５歳以上）の割合は、昭和５５年（１９８０年）に約１割、平成１２年（２０００年）
に約２割、令和２年（２０２０年）に約３割と高まり続け、将来的には、令和３２年（２０５０年）に
約４割へと拡大することが見込まれています。

❷ー年齢３区分別人口割合の推移

■年齢３区分別人口割合の推移

（資料）S55〜R2は国勢調査、R7以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年（2023年）12月公表）

年少人口
（0～14歳）

生産年齢人口
（15～64歳）

老年人口
（65歳以上）

実績値（国勢調査） 推計値（社人研）

（資料）S50 R2 は国勢調査、 R7 以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年（2023年） 12 月公表）
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本市の世帯数の推移をみると一貫して増加傾向となっています。令和２年（２０２０年）の１世帯
あたり人員は２. ６２人と減少傾向にあり、世帯の小規模化が進んでいます。

単独世帯数の推移では、単独世帯数は毎年増加しており、中でも令和２年（２０２０年）の６５歳
以上の単独世帯は２, ７０９世帯と平成１７年（２００５年）の約２倍となっています。

■世帯数と１世帯あたり人員

■単独世帯数の推移

（資料）総務省統計局「国勢調査」

（資料）総務省統計局「国勢調査」

❸ー世帯数と世帯別人口の推移
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本市の出生・死亡（自然増減）の動向については、少子高齢化の影響を受け、出生数の減少と死
亡数の増加が少しずつ見られましたが、令和４年（２０２２年）から令和５年（２０２３年）にかけては、
出生数が３３４人から３８５人、死亡数が９４１人から８９８人となり、前年までの動きから反転しま
した。特に出生の増加数（＋５１人）は、県内市町村の中で最も多い人数となりました。

（注）自然増減：生まれた者の総数から亡くなった者の総数を引いた数。

■出生・死亡（自然増減）の推移

■近隣市との自然増減（出生－死亡）の比較

（資料）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査（１月１日〜１２月３１日）

（資料）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査（１月１日〜１２月３１日）

❶ー出生・死亡（自然増減注）の推移

2 人口増減の推移
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令和５年（２０２３年）における本市の合計特殊出生率は１. ３８となり、新型コロナウイルス感染
症流行の影響もあった令和４年（２０２２年）の１. １８から上昇しました。

本市の水準は千葉県及び国を上回っており、近隣市でも最も高くなっていますが、人口を維持する
ための人口置換水準である２. ０７には大きく及ばない状況となっています。

（注）合計特殊出生率：１５〜４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの。

■合計特殊出生率の推移（全国、千葉県、本市、近隣市）

■母親の年齢階級別出生数の推移

（資料）千葉県参考資料「市町村別５歳階級合計特殊出生率」

（資料）千葉県参考資料「市町村別５歳階級合計特殊出生率」

❷ー合計特殊出生率注の推移
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本市の転入・転出の推移については、転出が転入を上回る「転出超過」の差はそれほど大きくあ
りません。また、令和２年（２０２０年）と令和３年（２０２１年）に緊急事態宣言が発出された新
型コロナウイルス感染症の流行により、外国人の転入者数が一時的に減少しましたが、感染症の影
響が緩和した令和４年（２０２２年）になると、外国人の転入が再び増加しています。

（注）社会増減：転入した者の総数から転出した者の総数を引いた数

■近隣市との社会増減（転入－転出）の比較

■転入・転出（社会増減）の推移

（資料）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査（１月１日〜１２月３１日）

（資料）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査（１月１日〜１２月３１日）

❸ー転入・転出（社会増減注）の推移
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本市の転入・転出状況について５歳階級別にみると、男女ともに、１０〜１４歳が１５〜１９歳に
なるタイミング、１５〜１９歳が２０〜２４歳になるタイミング（進学・就職期）で転出数が転入数を
大きく上回っています。特に男性は、女性と比べて転出超過数が多い状況です。しかし、男女ともに
２０〜２４歳が２５〜２９歳になるタイミングでは、再び転入超過となりますが、女性の転入超過数
は男性に比べ少ない状況です。

■近隣市との転入超過数の比較（男女合計）　　　平成２７年（２０１５年）→ 令和２年 ( ２０２０年 )　　

（資料）総務省統計局「国勢調査」

❶ー年齢区分別の転入・転出の推移

3 転入・転出の動向
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■５歳階級別転入超過数（国内のみ）　（５年前の常住地から変化があった人）
　平成２７年（２０１５年）→ 令和２年 ( ２０２０年 )
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転入元をみると、銚子市や匝瑳市、香取市、成田市など、近隣市町からの転入が多く見られます。

■平成２７年（２０１５年）→ 令和２年（２０２０年）の転入

（資料）総務省統計局「令和２年国勢調査」を基に作成
（転入数が上位５位の市町村に矢印を表示）

❷ー転入元・転出先

匝瑳市
395

旭市
銚子市
574

成田市
138

千葉市
262

（茨城県）
314

富里市
55

香取市
203

東庄町
75

横芝光町
99山武市

51

市原市
50

船橋市
74市川市

50

（埼玉県）
147

（群馬県）
28

（栃木県）
42

（東京都）
419

（神奈川県）
189
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転出先は、千葉市が最も多く、次いで匝瑳市や銚子市、香取市、成田市などを中心に、都内を含
む広範囲に及んでいます。

■平成２７年（２０１５年）→ 令和２年（２０２０年）の転出

（資料）総務省統計局「令和2年国勢調査」を基に作成
（転出数が上位５位の市町村に矢印を表示）

匝瑳市
408

旭市
銚子市
230

成田市
202

千葉市
513

（茨城県）
433

富里市
96

香取市
203

横芝光町
94山武市

99

市原市
68

船橋市
191

市川市
88

（埼玉県）
206

（群馬県）
29

（栃木県）
51

（東京都）
770

（神奈川県）
282

東庄町
54印西市

51

佐倉市
85
四街道市
67

東金市
95

柏市
63

松戸市
55

習志野市
60

多古町
52
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３年以上続けて市外に居住していた方が、本市に転入し住宅取得した場合に交付される「定住促
進奨励金」の利用者は、令和５年（２０２３年）に１１２人と前年比６０人減少していますが、依然、　
１００人台を維持しています。移住相談件数については、令和５年（２０２３年）で１７６件となって
おり、令和元年（２０１９年）以降年々増加しています。

■定住促進奨励金を利用した転入者数

■移住相談件数

（資料）行政評価シート（定住促進奨励金は平成２５年度（２０１３年度）開始）

（資料）行政評価シート

❸ー移住の状況
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昼夜間人口比率注は、流入人口の増加と流出人口の減少が相まって、平成２７年（２０１５年）の
９３. ３から令和２年（２０２０年）の９３. ７へと高まっています。

（注）昼夜間人口比率：常住人口（夜間人口）１００人あたりの昼間人口の割合であり、１００を超えている
ときは通勤・通学人口の流入超過、１００を下回っているときは流出超過を示している。

■昼夜間人口比率

❶ー昼夜間人口の動向

（資料）総務省統計局「国勢調査」を基に作成

4 昼夜間人口及び通勤・通学の動向

14
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(％)

H27（2015） R2（2020）
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匝瑳市
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本市に住む人の通勤・通学先は、市内が６８％（うち自宅就業１７％）、県内他市町村が２７％、
茨城県３％となっています。市内就業率は県内で４番目に高い水準で（第１位 鴨川市、第２位 館山市、
第３位 銚子市）、隣接する匝瑳市（２, ６３９人）や銚子市（２, ４３１人）へ通勤・通学する人も多
く見られます。市外への流出人口は合計１２, ００４人です。

■本市常住者の通勤・通学先

❷ー通勤・通学の動向

（資料）総務省統計局「令和２年国勢調査」を基に作成
（通勤・通学者数の上位５市町村に矢印を表示）

匝瑳市
2,639

旭市
銚子市
2,431

成田市
1,043

千葉市
608

（茨城県）
1,056

（東京都）
266

香取市
1,103

横芝光町
392

山武市
456

東庄町
356

佐倉市
101

東金市
244

多古町
462

芝山町
174

八街市
104
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他方、本市への通勤・通学者が住む市町村は、本市内が７５％で、市外からは匝瑳市（１, ９８５人）
や銚子市（１, ９５８人）からの通勤・通学が多くなっています。先に見た本市常住者の通勤・通学
先と比べると、範囲は狭くなっています。

市内への流入人口は合計８, ０２５人で、流出人口（１２, ００４人）との差し引きでは３, ９７９人
の流出超過となります。

■本市通勤・通学者の常住地

（資料）総務省統計局「令和２年国勢調査」を基に作成
（通勤・通学者数の上位５市町村に矢印を表示）

匝瑳市
1,985

旭市
銚子市
1,958

成田市
188

（茨城県）
620

香取市
902

横芝光町
453山武市

279

東庄町
554

東金市
103

多古町
148

芝山町
174
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（資料）総務省統計局「国勢調査」を基に作成
（注）特化係数は、（本市の当該産業の従事者数÷本市の全産業の従事者数）÷（千葉県の当該産業の従事者数÷千葉県の全産業の従

事者数）

産業別就業者数は、「農業、林業」（令和２年（２０２０年）５, ２４５人）の就業者が最も多く、
次いで「製造業」（同年４, ９５１人）が続きます。また、「医療、福祉」や「卸売業、小売業」の就
業者が多く見られます。

就業者数の集積規模を表す特化係数注は、第１次産業について、千葉県を１. ０とした値で７. １、
全国を１. ０とした値で５. ０と高く、本市の基幹産業となっています。

平成２７年（２０１５年）と比べると、産業全体で就業者数が２, ５６４人減（７．５％減）となり、
多くの産業で就業者数が減っている一方で、「医療、福祉」については２０３人増（４．４％増）とな
りました。

■産業大分類別就業者数・特化係数（令和２年（２０２０年））

5 産業別就業者数の動向

17

（資料）総務省統計局「国勢調査」をもとに作成 
（注）特化係数は、
　　（本市の当該産業の従事者数÷本市の全産業の従事者数）÷（千葉県の当該産業の従事者数÷千葉県の全産業の従事者数）
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主な産業について就業者の年齢構成をみると、本市の基幹産業である農業の就業者については、
６０歳以上の割合が５割以上を占めており、若年層の就農促進が課題となっています。

また、３０代以下の若い世代の就業が進んでいるのは、主に「医療、福祉」や「情報通信業」、「製
造業」などとなっています。

■産業別年齢構成の状況（主な産業：令和２年（２０２０年））

（資料）総務省統計局「国勢調査」を基に作成

18

（資料）総務省統計局「国勢調査」をもとに作成  
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本市では、将来人口の目標を今回設定するにあたり、まずは従前の戦略（第１期、第２期）と同
じ条件（時系列更新）で人口の推計を行いました。

社人研の「日本の地域別将来推計人口（令和５年（２０２３年）１２月公表）」に準拠した推計と、
本市独自の推計それぞれの結果は以下のとおりです。

【現状維持パターン（グラフ内 A 〜 C）】
社人研に準拠した推計結果では、令和２年（２０２０年）の国勢調査による人口が、第２期の推

計よりもわずかに上回ったこと、５年前と比べて出生率の低下が認められるものの移動率（注）が改善
したことから、令和４２年（２０６０年）の推計人口は、第２期の３５, ９６５人から３９, ２０８人へ
と増えることが予想されました。

（注）移動率：５年間隔で行う人口推計の場合、５年間の男女年齢別の純移動数（転入超過数）を５年前の
男女年齢別人口で割った値。

【成長パターン（グラフ内Ｄ〜Ｆ）】
本市独自の推計では、令和２年（２０２０年）の国勢調査による人口が、第２期の推計を下回っ

たこと、特に出生数につながる２０〜４４歳の女性人口の減少が一層見込まれることから、出生率や
移動率を一定としたとしても、令和４２年（２０６０年）の推計人口は、第２期の４７, ３４２人から
４５, ０４８人へと減る見込みです。

このため、同じ条件で今回推計した場合、前策定時と比べて厳しい状況となっています。

❶ー 将来人口の推計

第 2
将来人口の推計と
行政経営に与える影響
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■総人口の推計（第１期・第２期との比較）

パターン 推計方法 推計時期 令和２年
（２０２０年）

令和１２年
（２０３０年）

令和２２年
（２０４０年）

令和３２年
（２０５０年）

令和４２年
（２０６０年）

現
状
維
持
パ
タ
ー
ン

A

社人研推計準拠

H22国勢調査
（第１期） 63,932 58,052 51,532 44,718 38,270

B H27国勢調査
（第２期） 63,579 56,985 49,877 42,687 35,965

C
R２国勢調査
（第３期）
（最新）

63,745
（実績）

58,161 52,010 45,570 39,208

成
長
パ
タ
ー
ン

D
合計特殊出生率は
国民希望出生率1.8

（令和12年（2030
年））まで上昇する
と仮定し、人口移動
については転出超
過の現状を改善し
移動均衡（転入・転
出数が同数）とした
推計

H22国勢調査
（第１期） 65,669 61,799 57,327 52,534 48,185

E H27国勢調査
（第２期） 64,785 60,887 56,253 51,598 47,342

F
R２国勢調査
（第３期）
（最新）

63,745
（実績）

59,616 54,831 49,794 45,048
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A 現状維持パターン（第１期） B 現状維持パターン（第２期） C 現状維持パターン（第３期・今回）

D 成長パターン（第１期） E 成長パターン（第２期） F 成長パターン（第３期・今回）

 Ａ 現状－第１期

 B 現状－第２期 

 D 成長－第１期 

 E 成長－第２期 

 F 成長－第3期・今回 

C 現状－第3期・今回 

（人）
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■年少人口（０～１４歳）比率の推計

■生産年齢人口（１５～６４歳）比率の推計
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また、年齢階層別に推計結果を見ると、年少人口（０〜１４歳）比率は、第１期、第２期と比べ
て低下することが予想されます。

老年人口（６５歳以上）比率は、社人研準拠（推計パターンＡ〜Ｃ）では第２期とほぼ同水準と
なりましたが、成長パターン（推計パターンＤ〜Ｆ）では第２期よりも高齢化が予想される結果とな
りました。
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■老年人口（６５歳以上）比率の推計

35.8%
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 F 成長－第3期・今回 

 C 現状－第3期・今回 

本市の人口一人あたりの歳入額は、近隣市と比較して高くなっていますが、財政力指数注は０. ４９
となっており、県内でもやや低い数値となっています。

今後は、人口減少による住民税収の減少、地方交付税の縮減など歳入面でのマイナスの影響が懸
念され、財政状況が一段と厳しくなることが見込まれます。

■人口一人あたり歳入額、財政力の比較

（注）財政力指数：（1）基準財政収入額　÷　（2）基準財政需要額
（1）基準財政収入額：自治体の標準的な税収
（2）基準財政需要額：自治体が標準的な行政活動を行うために必要な財政規模

（資料）令和４年度（２０２２年）市町村別決算状況調（総務省）

❷ー 人口の変化が行政経営に与える影響
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本市が保有する公共施設（建物）は、令和３年度（２０２１年度）基準では、築３０年超の老朽
化した公共施設が５２. ２％を占めています。

また、公共施設将来施設整備費推計によると、現状の施設数のまま更新を行っていくと５０年間で
１, ３６９億円（年平均２７億円）の整備費が必要となります。

■築年別の延床面積割合（令和３年度基準）

■公共建築物の更新費用推計

（資料）旭市公共施設等総合管理計画〈改訂版〉　 令和４年（２０２２年）６月

❸ー 公共施設の維持管理・更新等への影響
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1 人口戦略の方向性
日本全体として人口減少が進む中、本市においても、令和２年（２０２０年）現在の人口はピーク

時と比べて８９％の水準となり、今後も人口減少が進むと予想されます。また、年少人口（０〜１４歳）
の割合は、社人研推計準拠で令和２年（２０２０年）の１１. ３％から令和４２年（２０６０年）に７. ８％、
老年人口（６５歳以上）の割合は、同３１. ３％から４２. ２％になると推計され、人口構成の変化も
見込まれます。

今後、人口がさらに減少することによって、労働力の減少、特に基幹産業である農業従事者数の
減少や、行政サービス及びインフラ等を維持するための住民一人あたりコストの増加、空き家の増
加などの生活環境の変化も考えられます。

そこで、本市では、人口減少の抑制とともに持続可能なまちづくりを進めていく中で、出生数回復、
定住促進、地域産業支援、移住・交流促進に取り組むことが大切と考えており、そのためには本市
の人口特性や強みを生かしていく必要があります。

本市には、自然環境と都市機能の両面で魅力があり、乳幼児から高齢者まで安心して暮らせる環
境があります。今後、人口減少が避けられない中にあっても、本市で暮らすことの魅力を多くの人が
享受できるようなまちづくりを進めていきます。

■本市の強みや人口特性を踏まえた人口戦略の方向性

第 3
目指すべき将来の方向

24
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充実した
子育て支援策

県内最大規模の病院
（24時間365日対応の救急医療）

人口減少の抑制と人口減少に対応したまちづくり

年間来場者数
100万人の道の駅

・未婚率の上昇による
  出生率の低下
・生涯未婚率は男性が
  29％、女性が14％
・有配偶者の出生率は
  プラス方向

・人口の長期的減少
・日本人の転出超過が続く
  状況
・外国人住民の割合が年々
  上昇
・世帯の小規模化

・15～24歳の人口が進学
  や就職を機に転出
・人口減少に伴う労働力の
  減少
・基幹産業である農業従事
  者数の減少

・本市への移住相談件数や
定住促進奨励金を利用し
た転入者が増加傾向
・観光入込客数は年間200
万人で推移し、コロナ禍の
落ち込みから回復傾向

出生数回復 定住促進 移住・交流促進地域産業支援
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2 将来人口の目標
将来人口の目標について、第１期総合戦略の人口ビジョン（平成２２年国勢調査基準）では、国

民希望出生率の達成と、転出超過の状況から移動ゼロへと改善することにより、令和４２年（２０６０
年）に４８, ０００人を維持するという目標を掲げました。

その後、人口の最新データ（令和２年国勢調査基準）で時点修正を行ったところ、令和４２年　　
（２０６０年）の人口は、第１期総合戦略（平成２２年国勢調査基準）に４８, １８５人だったものが、
第２期総合戦略（平成２７年国勢調査基準）に４７, ３４２人、今回の第３期総合戦略（令和２年国
勢調査基準）では  ４５, ０４８人となることが見込まれています。出生率や移動率が等しいにもかか
わらず将来人口が減少する理由は、令和２年（２０２０年）時点の人口が過去に推計した時点よりも
減少していることや、年齢別出生率が高い２５〜３４歳の女性人口が減少していることが影響してい
ます。

このように人口の見通しについては厳しい状況にありますが、令和４２年（２０６０年）時点で     
４５, ０４８人の推計人口に対し、今後も子育て支援や女性活躍に積極的に取り組むとともに、健康
や医療を核としたまちづくりを進めることで、第３期総合戦略の人口ビジョンにおいても引き続き、
第１期人口ビジョンで掲げた目標人口４８, ０００人の達成を目指すものとします。

あわせて、令和４２年（２０６０年）の将来人口という長期目標を達成するためには、目標達成に
向けた取組の効果検証と見直しを定期的に行う必要があることから、短期目標も設定することとしま
す。具体的には、本計画期間（令和７年度〜令和１１年度）終了後の令和１２年（２０３０年）時点で、
５９, ６１６人の推計人口に対し、目標人口６０, ０００人を目指すこととし、同年に実施予定の国勢
調査の結果で確認することとします。

【将来人口目標の仮定値】
合計特殊出生率

令和１２年（２０３０年）に国民希望出生率の１. ８０、その後、令和４２年（２０６０年）まで維持する。

移動率
転入・転出による社会増減を± 0（移動均衡）とする。

市をあげて目指す「将来人口のチャレンジ目標」
短期目標　令和１２年（２０３０年）　６０,０００人
長期目標　令和４２年（２０６０年）　４８,０００人


